
役 員・正 会 員 報 酬 規 程

第 1条 (目 的)

この規程は、特定非営利活動法人日本子宮内膜症啓発会議 (以下「当会」という)の役

員の報酬の支給の基準について定めることを目的とする。

2。 ここに定める以外の事項は、関係法令、定款、理事会の決定に従うものとする。

第 2条 (定義)

会務とは、役員および正会員並びにとくに必要を認められた者が行う当会のための業

務をいう。

第 3条 (報酬及び費用の支給)

当会は、役員および正会員への報酬は一切支給しない。ただし、会務に当たる際の労務

対価として謝礼および旅費は支給することができる。

第4条 (謝礼)

会務に当たる際の謝礼は、以下の各号の定めるとおりとする。但し、拘束時間やプロジ

ェクトヘの参画など、関わり方が変則的なものについては、その都度検討する。

(1)講演・勉強会での講師 :原則として 1回 5万円 (税込)とする。ただし、外部か

らの講師依頼の場合、依頼側の都合等により事前に講師謝礼が定められている場合

は、都度協議のうえ決定する。

(2)講演・勉強会での司会、座長 :原則として 1回 3万円 (税込)と する。但し、外

部からの座長依頼の場合、依頼側の都合等により事前に座長謝礼が定められている

場合は、都度協議のうえ決定する。

(3)打合せ、ワーキンググループ等会議への出席 :一律 1万円 (税込)とする。但し、

委託事業および共同事業など、事業ごとで謝礼基準が設けられている場合は、事業

の基準に沿って支払うこととする。

第 6条 (交通費)

会務に当たる際の交通費は別に定める旅費規程に沿い実費弁償として旅費を支給する。

条 (雑則)

の規程に定めのない事項については、理事長が理事会に諮って別に定める。

第 8条 (改正)

当会の経営状況によりこの規程の改廃を行うことがある。

(附則)

この規程は、令和元年 5月 1日 から施行する。
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職員規程 (就業規則等)

第1部 :就 業 規 則

(摘 要 )

第 1条

第 1章  総  則

この規則は特定非営利活動法人日本子宮内膜症啓発会議 (以下,「当会」という.)の職員の就業に関する事項を定めたもの

である。

この規則に定めた事項のほか,職員の就業に関する事項は,「労働基準法」その他の関係法令の定めるところによ２

　

る

(遵守の義務)

第 2条  当会および職員は,この規則を遵守し,相 ともに協力して当会の発展に努めなければならない。

(職員の定義)

第 3条  この規則で職員とは,第 2章に定めるところにより,当会に採用された者をいい,嘱託,臨時雇,パー トタイマー ,
ア

ルバイ トを含まない。

2.前 項で除外される者の就業に関する事項については個別の労働契約による。

ただし,個別の契約によらない範囲については,この規則を準用するものとする。

3.本 規定で所属長とは,事務局長をいう。

第 2章  採用・異動等

第 1節  採 用
(採 用 )

第4条  当会は,就業を希望する者の中から選考のうえ,合格した者を職員として採用する.

(提出書類)

第 5条  選考試験に合格し,採用された者は,採用後 2週間以内に次の書類を提出しなければならない.

①  身元保証書
②  住民票記載事項証明書
③ 源泉徴収票 (前職者のみ)
④ 厚生年金手帳 (前職者のみ)または国民年金手帳,および基礎年金番号通知書

⑤ 雇用保険被保険者証 (前職者のみ)
(試用期間)

第 6条  新たに採用した者については採用の日から3ヵ月間を試用期間とする。試用期間は勤続年数に通算する。

2. 中途入所の者,および特別の取り決めで雇用する者については,試用期間を短縮,または設けないことができる

第 2節  職 制
(役 職 )

第 7条   職員のうち,人物,技量,成績共に優秀なものを役職に付することがある。

第 3節 出 張 等
(出 張 )

第8条  業務の都合により,職員に出張を命ずることがある.職員は正当な理由のないかぎり,これを拒否できない。

2. 出張に関する手続き,費用,および手当については,別に定める「旅費規定」による.



第 3章  勤  務
第 1節 勤務時間・休憩・休日

(始業,終業,休憩,および勤務時間)

第 9条

(所定時間外勤務)

第 11条 業務の都合により,職員を所定時間外に勤務させることがある.

(休 日 )

第 12条 休日は次のとおりとする.
法定休日

法定外休日

始業,終業の時刻,休憩の時間,および勤務時間は次の通りとし,休日は第 12条の定めるところによる。

(1)始 業  10:00
(2)終  業‐  19:00

(3)休 憩、  12:00～ 13:00

(4)実働時間  8時 間
業務の都合により, 1日 の実労働時間 8時間の範囲内において,前項の始業,終業および休憩時間を,全部または一
部の職員について臨時に繰り上げ,または繰り下げることがある.

職員が,出張その他当会の用務をおびて所外で勤務する場合で勤務時間算定しがたいときは,第 9条の時間を勤務し

たものとみなす.ただし,1所属長があらかじめ別段の指示をしたときはこの限りではない。
前項において,所外で業務に就くことに必要とする時間が所定労働時間を超えると認められる場合について

「労働基

準法」の定めによる協定を締結した場合は,その協定で取り決めた時間を勤務したものとみなす .

2.

(所外勤務 )

第 10条
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(休日勤務 )

第 14条

(休憩時間)

第 15条

(休日の振替え)

第 13条   業務の都合でやむを得ない場合は,前条の休日をlヶ月以内の他の日と振り替えることがある.
2. 前項の場合において, 1ケ 月以内の他の日に振り替えられない場合は,同一給与計算期間内の特定の日に振り替える
ものとする。

毎週日曜日

毎週土曜日

国民の祝日:および 5月 4日

年末年始 (1230～ lβ )

その他本会が指定した日

項 日数

本人が結婚するとき 5日 有 給(1)

(2) 妻の出産 1日 有 給

(3) 父母,配偶者および子が死亡し

たとき

3日 有 給

(4) 祖父母,配偶者の父母および兄

弟が死亡したとき

1日 有 給

(5) その他前各号に準じ当会が必要

と認めた時

必要と認めた

期間

無 給
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業務上の必要により,職員に対して休日に勤務を命ずることがある。

職員は,休憩時間を自由に利用することができる.ただし,休憩時間終了後の勤務に支障のないよう,努めなけれ
ば

ならない.

職員が休憩時間に外出する場合は,所属長の許可を受けなければならない

コ第 2節  休
(特別休暇)

第 16条 職員が次の表の各号の一に該当するときは,本人の申し出により同表に定める日数の特別休暇を与える。こ
の場合,

第 1号から第4号までの特別休暇に ついては通常の賃金を支払い,第 5号の特別休暇については無給とする。

2 第 1項に定める特別休暇を請求しようとする者は,事前に理由を明示して所属長に願い出なければならな
い。



第4章  定年・退職・解雇
第 1節  定   年
(定 年 )

第 17条  職員の定年は満65歳とし,満 65歳の誕生日以降最初の月末日をもって定年退職とする。

2. 定年に達した職員が引続き雇用されることを希望する場合,健康状態および業務内容などを考慮の上,満 70歳を上限

として継続して雇用する場合がある。この場合 1年毎の嘱託雇用契約を締結することとし,雇用条件はその都度取り決めるものとす

る.

第 2節  退
(退 職 )

第 18条

第 3節  解
(解 雇 )

第 19条

(解雇予告)

第20条

(給与規定)

第 21条

Ｚ^

F:■
LL」

職員が次の各号の一に該当する場合,退職とする。

(1)退職を願い出て,当会が承認したとき

(2)休職期間が満了してもなお休職事由が消滅しない場合,または復職できない場合

(3)死亡したとき,または行方不明となりlヵ 月以上連絡が取れない場合

(4)雇用期間を定めて雇用した場合の雇用期間が満了したとき

(5)定年に達した場合
職員が退職を願い出る場合は,退職する理由および退職する年月日を明記の上,少なくとも退職する日の 14日前まで

に届け出なければならない.

□

職員が次の各号の一に該当する場合,解雇する。

(1)懲戒解雇処分を受けた時

(2)就業に適しないと認められ,改善の見込がない時

(3)業務に耐えられない,または能率が著しく低下した場合
(4)業務上の傷病による療養開始後3年経過し,「労働災害補償保険法」に
基づく傷病補償年金を受給している場合,または受給を開始する場合

(5)その他,前各号に準ずるやむを得ない事由がある場合

次の各号の一に該当する時は,職員を解雇する。

(1)天災地変,その他やむを得ない理由により,学会の継続が不可能になった時

(2)業務の縮小,または事務所の閉鎖等により余剰の人員が生じた時

(3)その他,前各号に準ずるやむを得ない事由がある場合

試用期間中の職員が,次の各号の一に該当する場合,解雇する。

(1)重要な経歴を偽ったり,重要な書類の提出をしない場合

(2)遅刻,早退,私用外出,または欠勤が多く,または上司の職務に関する命令や指示に従わず協調性がない時

(3)業務を適切に処理できず,改善が期待できない時

(4)前各号に相当する時

前条により解雇する場合は,次に掲げる者を除き30日前に本人に予告し,または
「労働基準法」に規定する平均賃金

の30日分に相当する予告手当を 支給して行なう。ただし,懲戒解雇,または非常災害等による事業継続の不可能に

よる解雇で,所轄労働基準監督署長の許可を受けたときはこの限りでない。

(1)日 々雇用する者 (引き続き30日 を超えて使用した者を除く)

(2)2ヵ 月以内の期間を定めて雇用した者 (所定の期間を超えて使用した者を除く)

(3)試用期間中の者 (採用後 14日 を超えた者を除く)

前項の予告日数は,平均賃金を支払った日数だけ短縮することがある.

第 5章  給  与

2
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職員の給与は,別に定める「給与規定」により支給する。



第 6章   服務規律
第 1節 服務心得

(指揮命令)

第22条 職員は,この規則に定めるものの他,業務上の指揮命令に従い,自 己の業務に専念し,作業能率の向上に努めるとと

もに,たがいに協力して職場の秩序を維持しなければならない.

第 2節 出退勤等

(出所および退所)

第23条   職員は出所および退所の際には,次の事項を守らなければならない.
(1)始業時刻以前に出所し,勤務の準備をしておくこと.出所の際は,所定の方法により出勤の事実を明示するこ
と.

(2)退所は用具,書類等を整理整頓した後に行なうこと.

(早退,私用外出)
第24条   職員は,やむを得ない私用により早退または私用外出しようとするときは,あ らかじめ所属長に届け出なければならな

い .

(欠 勤 )
第25条 職員が,欠勤しようとするときは,事前に所属長へ届け出なければならない。ただし,やむを得ない事由により事前

に申し出ることが出来ない場合は,始業時刻までに電話などにより届け出なければならない.

始業時間に遅れ遅刻する場合は,始業時刻までに電話などにより届け出なければならない.

第 7章  制  裁

第 1節 制 裁

(制 裁 )

第27条   職員に本就業規則に違反する行為があった場合は,制裁として次の区分により懲戒処分を科すことがある。

(1)譴責 : 始末書をとり将来を戒める.

(2)減給 :始末書をとり減給する.減給の額は,平均賃金の 1日 分の半額以下とする.

(3)出勤停止 :始末書をとり7日 以内出勤を停止する.その期間中の賃金は支払わない。

(4)懲戒解雇 :予告期間を設けず即時解雇する.この場合において,所轄労働基準監督署長の認定を受けたとき
は,予告手当を支給しない.

(懲戒理由)

第28条 職員が次のいずれかに該当する時は,譴責,減給,または出勤停止とする。

(1)正当な理由なく,しばしば欠勤,遅刻,または早退を繰り返す等,業務に不熱心なとき

(2)正当な理由なく,無断欠勤が 7日 以上に及ぶとき

(3)過失または監督不行届によつて,災害事故をひき起し,または当会に損害を与えたとき

(4)素行不良にして当会内の風紀,または秩序を乱したとき

(5)その他本規則に違反し,前各号に準ずる不都合な行為があつたとき
職員が次のいずれかに該当する時は,懲戒解雇とする.ただし,情状により通常の解雇,減給,または出勤停止とす

ることがある。
(1)正当な理由なく, しばしば欠勤,遅刻,または早退を繰り返し,当会の業務運営に著しく支障を来たし,改善
の見込がない場合

(2)正当な理由がなく無断欠勤が 14日以上に及ぶとき

(3)刑法犯罪に該当する行為があったとき,または素行不良にて所内の秩序,または風紀を乱したとき

(4)故意,または重大な過失により,業務の能率を阻害し,または業務の遂行を妨げ,当会に損害を与えたとき

(5)重要な経歴をいつわり,その他不正な手段によって入所したとき

(6)当 会の名誉や信用を著しく傷つけたとき

(7)当 会の業務上の秘密をもらし,またはもらそうとしたとき

(8)許可なく在職のまま他人に雇用されたとき

(9)業務上の指揮命令に重大な違反をしたとき

(10)前各号に準ずる,不都合な行為をしたとき

(遅 刻 )

第26条

2

(損害補償)

第29条 職員が故意,または重大な過失により当会に損害を与えた場合,その全部,または一部に
ついて損害賠償をしなけれ

ばならない。



第8章  雑  則
(健康診断)

第 30条 職員には,入所の際および毎年 1回以上健康診断を行なう.

(労災補償,業務上の疾病等)
第31条   職員が業務上負傷し,または疾病にかかつたときは,「労働基準法」の規定に従って療養補償,休業補償,障害補償を

行なう.また,職員が業務上負傷し,または疾病にかかり死亡したときは「労働基準法」の規定に従い遺族補償および
つ。

によつ
におセ 。ヽまた,

2. について
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(慶弔見舞)

第32条   職員の慶弔に関する祝金,及び見舞金に関しては別に定める「慶弔見舞金規定」による。

付 則

1.こ の規則は令和元年 5月 1日 から実施する.

2.この規則を改廃する場合には,職員代表者の意見を聞いて行なう。



第 2部 :給 与 規 程

(目 的 )
第 1条  この規定は,「就業規則」

バイ トには適用しない .

(給与構成 )

第 2条 給与は次の構成とする。

給与

第 1章  総  則

に基づき,職員の給与等について定めたものであり,嘱託,臨時雇,パー トタイマー,アル

基本給

手当 役付手当

通勤手当

割増賃金

(支払形態および計算)

第 3条  給与は月給制とする.
2.欠 勤,遅刻,早退,私用外出等があった場合,その他就業規則の定めるところにより不就業について控除する。

(給与計算期間)

第 4条  給与計算の対象期間は前月 1日 より当月末日迄とする。

(給与支払日)

第 5条  給与払日は当月末日とする.ただし,支払日が休日,または金融機関が休業のときはその前日とする.

(給与支払方法)

第 6条  給与は,職員が指定する本人名義の預金口座へ全額を振込むことによつて支払うものとする。

(控 除 )

第 7条  前条にかかわらず,次に掲げるものは給与の支払のときに控除する.

(1)源泉所得税

(2)住民税

(3)健康保険料

(4)雇用保険料

(5)厚生年金保険料

(6)学会の貸付金等職員代表との書面による協定に基づくもの

第 2章  基本給および手当

(基本給の決定)

第 7条 基本給は,本人の年齢 。学歴・能力 。経験・技能 。作業内容などを勘案して各人ごとに決定する.

(役付手当)

第 8条
 `彙1駐手著|ま

,「就業規則」第 7条の役付者に対し支給する。金額は本人の能力,1役職の内容などを勘案して各人
ごとに

(通勤手当)

第 9条
 渥認霞掌曇ヵ、信是季著す

る者で通勤定期券を購入する者に対し,定期券購入費に相当する額を支給する.ただし,通勤

(時間外手当)

時間外勤務手当
休日勤務手当
深夜勤務手当

第 10条 して 日 し 深夜
だし,
(22時
lヵ 月に

し 1 1 り

(1)時間外勤務手当=
〔対象賃金月額÷ lヵ 月平均所定労働時間数×1.25× 時間数〕

(2)法定休日を除く休日勤務手当=



〔対象賃金月額÷ lヵ 月平均所定労働時間数×1.25× 時間数〕

(3)法定休日における休日勤務手当=
〔対象賃金月額÷ lヵ 月平均所定労働時間数×1.35× 時間数〕

(4)深夜勤務手当=
〔対象賃金月額÷ lヵ月平均所定労働時間数×0.25×時間数〕
ただし, lヵ 月平均所定労働時間数=20日 ×5時間 とする。

時間外勤務手当または休日勤務手当と,深夜勤務手当はそれぞれ独立して支給する

管理監督の地位にある者に対しては,時間外および休日勤務手当を支給しない.

第 3章  昇  給

(昇給および昇給時期)
第 11条 昇給は勤続 6ヵ 月

会の経営状態の著
がある。

に満たない者を除き,原則として毎年4月 に基本給,及び手当について行うものとする.ただし, 学
しい悪化その他やむを得ない事由がある場合には,昇給の時期を変更し,または昇給を行わないこと

2.特 に昇給を行なうことが適当と認めた者については,前項の規定にかかわらず,特別に昇給を行なうことがある。

3.昇給の算定期間は,前年の4月 1日 から当年 3月 31日 までとする。

第4章  賞  与

(賞 与 )
第 12条  賞与は原則として年 2回支給するものとし,賞与の算定期間および支給日は次のとおりとする。ただし,学会の業績

の著しい低下などにより支給月を変更し,または支給しないことがある。

(賞 与)

算 定 期 間 支 給 日

(1)夏季賞与

(2)冬季賞与

1月 1日 から6月 30日まで

7月 1日 から12月 31日 まで

6月 30日

12月 10日

賞与は,支給日に在籍する者に支給する.ただし,賞与算定期間における出勤日数が,所定就業日数の3分の2に満た
ない者を除く。

(賞与の算定方式)

第 13条 賞与は第 12条に定める算定期間における学会の経営状態,職員の勤務成績,及び出勤率を勘案して算定する

第5章  不就業の取り扱い

２

　

３

2

(途中入所,及び途中退職等の計算)
第 14条 給与計算期間の途中で入所,体職,復職,退職,または懲戒解雇以外の解雇をした場合,当該給与計算期間の所定労

働日数に対する出勤日数の割合に応じて支給する。

(欠勤,及び遅刻などの計算)

第 15条 職員が欠勤をした場合は,次の計算式により賃金を控除する.
欠勤控除額=〔対象賃金月額÷ lヵ 月平均所定就業日数×欠勤日数〕
ただし, lヵ 月平均所定就業日数=21日 とする。

2.
3.
給与計算期間の全期間を欠動した場合は,給与の全額を支給しない
遅刻 , ま した場合は,次の計算式により10分単位で賃金を控除する.ただし, 10分未満の時
間は 1

月
21日 × 5

4.管理監督の地位にあるものに対しては前各項の規定を適用しない

時間数〕

生理休暇は無給とする。また,就業規則第 15条に定める特別休暇

と

ただし, lヵ
1

(休暇中の賃金)

第 16条 産前産後のための休暇,育児・介護のための休暇,
中の賃金の支払はそれぞれの定めるところによる.



(休職期間中の賃金 )

第 17条 休職期間中の賃金は,無給とする.

(臨時休業の賃金 )

第 18条 学会の都合により職員を臨時に休業させる場合には,休業手当として休業 1日 につき「労働基準法」の定めによる平均
賃金の 6割を支給する.

(業務上の疾病等による休業の取り扱い)

第19条 業務上の傷病,または通勤災害により休業したものが,
険給付を受ける時は給与を支給しない.

第6章

(実施時期)

第20条 この給与規定は,令和元年5月 1日 より実施する

「労働基準法」,及び「労働者災害補償保険法」の定めによつて保

そ  の  他



第 1条

2

第 3部 :慶 弔見 舞 金 規 程

(適 用 )
この規程は,「就業規則」第 3条第 1項に定める職員の慶弔に対して,学会が支給する祝金・見舞金等の種類および
申請手続等について定めたものである.
嘱託,臨時雇,パートタイマー,の慶弔に対して,学会が支給する祝金 。見舞い舞金等の種類および申請手続等につい
ては本規則を準用する。

(慶弔見舞金の種類)

第 2条  慶弔見舞金の種類は,次の各号とする。
(1)結婚祝金

(2)出産祝金

(3)入学祝金

(4)傷病見舞金

(5)災害見舞金

(6)死亡見舞金 (親族弔慰金等 。本人弔慰金等)

(勤続年数の計算)

第 2条  この規程における勤続年数の計算は,採用の日から支給事由の発生の日までの満年数とする.但し,休職期間中を除
く。

(結婚祝金)

第4条  職員が結婚する場合には,次の各号の区分により結婚祝金を支給する.

(1)勤 続 3ヵ 月以上 3年未満        30,000円
(2)勤 続 3年以上 10年未満        50,000円

2.結 婚当事者双方が当所職員の場合は,双方に支給する。

3.結婚祝金の支給は, 1回のみとする。
(出産祝金)

第 5条  勤続 3ヶ月以上の職員または配偶者が出産した場合は,次により出産祝金を支給する。

(1)出生児 1児につき             30,000円
(2)双生児以上の場合二人日以降の者につき  10,000円

2.死産の場合は,見舞金として前 2号と同額を支給し,第 9条に定める弔慰金は支給しない.

3.有 資格者が2名いるときは,女子職員の方にのみ支給する。

(入学祝金)

第 6条  勤続 1年以上の職員の子女が小学校に入学する場合,入学祝金として10,000円 を支給する.

2.有 資格者が2名 いるときは,主たる扶養者に支給する。

(傷病見舞金)

第 7条 所員が傷病のため休業養したときは,次の区分により傷病見舞金を支給する。

区 分 内 容 見舞 金

10日 以 _1■20日 を必要としたとき 20,000円

20日以上 lヵ 月未満 〃 30,000円

業務 上

準業務上 lヵ 月以上の体業を必要としたとき 10,000円

私傷病

業務外

勤続年数 1年以上の者で,釦)日以上勤務不能の場

合

10,000円

2.傷病見舞金の支給は,特別の事情のある場合を除き,年 1回限りとする.

3.傷病見舞金は,事情により品物で支給することがある.

(災害見舞金)

第8条  職員が火災,風水害,および地震その他不慮の災害により居住する家屋,家財に損害をうけたときは,次の区分によ



り,災害程度に応じた災害見舞金を 支給する.

全焼・全壊 半焼・半壊 一部損傷

世 帯 主 100:000円 50:000円 10,000円

非世帯主 20:000円 10,000円 10:000円

2.前 項において,損傷部とは被害の度合が 5分の 1以上の場合をいう.

3.借 家等に,居住するものは第 1項における非世帯主の場合の 5割の金額の見舞金を支給する。

4. 有資格者が2名以上いるときは,世帯主または年輩者に対して支給する.

5. 災害が本人の故意または重大な過失によるときは,見舞金を支給しない.
(親族弔慰金等)

第 9条  勤続 3ヶ月以上の職員の親族が死亡したときは,次の区分により,親族弔慰金等を支給する。

区  分 勤続 5年未満 勤続 5年以上 備  考

20,0(Ю円および花

輪または生花 1基

20,000円および花

輪または生花 1基

同居 。扶養・

いずれかのとき

・配偶者

。本人の父母

10,0∞円および花輸

または生花 1基

子女 10:000円 および花

輪または生花 1基

子女 10,000円 10:000円 上記以外のとき

。配偶者の父母

。兄弟姉妹

・祖父母 (実 。

義)

10,000円 101000円 同居・扶養・喪主
いずれかのときに
限る

2.有 資格者が 2名 いるときは,世帯主または年輩者に支給する。

(本人弔慰金等)

第 10条 職員が死亡したときは遺族に対し次の区分により本人弔慰金等を支給する。

区 分 弔慰 金 香 典

業務 上 妻 帯者 基本給の 2ヵ 月分 50,OCЮ円

独 身 者 基本給の lヵ 月分
301000円

準 業 務 上 (な し)

業  務  外

供 花

花輪 2基
ま た は
生花 2基

2.前 項の弔慰金等を支給する遺族の順位は,「労働基準法」施行規則第 42条から第 45条に定める順位とする.

3.本 条の弔慰金等は,本人に故意または重大な過失のある場合は支給しないことがある.

(準業務上)

第 11条 第 7条および第 10条に定める準業務上とは,次の各号の場合をいう。

(1)通勤途上における災害による傷病または死亡 .

(2)本人固有の疾病による職場内にての死亡.

(3)その他学会が準業務上として認めたもの。

(申請手続)

第 12条  この規程に定める慶弔見舞金の支給を受ける事由が発生したときは,所属長に届け出なければならない.ただし,職
員が届けることが出来ない場合は,家族が当該職員の所属長に届け出るものとする.

2.前 項の場合,学会は証明書の提出を求めることがある。

(例外措置)



第 13条  この規程により慶弔見舞金等の支給要件に該当しない場合であっても,情状により関係者が協議の上,その支給を行
なうことがある。

(改 訂 )

第 14条 社会情勢に著しい変動があったときは,その都度改訂することがある。

付 則

1本規則は令和元年5月 1日 から適用する。



第4部 :旅 費規 定

第 1章  総  則

(目 的 )

第 1条  「就業規則」第 7条により職員が出張する場合,この規定の手続きにより費用,または手当を支給する.
(適 用 )

第 2条  この規定は,「就業規則」第 3条第 1項に定める職員に対して適用する。

2.前 項以外の者が出張を命ぜられた場合,旅費,および手当はそれぞれの目的別最低額を適用する。

3.海 外出張の場合は,本規定を適用しない。
(定 義 )
第 2条  この規定において「出張」とは,職員がこの規定に定める手続きにより,勤務する場所 (以下,勤務地という)を起

点とし1 0 0kmを 超えるところに出張することをいう.
2.こ σ政励こにおいて励紹亀lとは  1孜斑詈宅|,「日当|, 1鷲肇醒亀|, k`米ンフ嬢重費1, 畷ヨ冒艶 ,および 鞠曝義|とする.
3.こ の規定における「園 向 は,「 JTB時刻表」,または「JR時刻表」掲載の営業距離により,起点を勤務地の最寄駅と
し,終点を出張地の最寄駅とする.

4.こ の規定における「命令者」,「所属長」は,総務担当副会長をいう.

5.距 離が 1 0 0kmを超えて 3 0 0km以 下の目的地へ出張する場合を「近地出張」という。

6.距 離が 1 0 0km以 下の目的地へ移動に要する費用を「近距離旅費」という。

(不就業期間)

第 5条  出張中,帰郷その他私用のため就業しない期間がある場合は,命令者,または所属長に休暇願いを提出し承認を得なけれ
ばならない.また,緊急やむを得ない事由により事前に連絡できないときは,事後遅滞なく報告し承認を受けなければ
ならない。この場合,就業しない期間の日当は支給しない.
2.私 用にて旅行の途中所用を行なった時は,明 らかに所用を行なったと認められる場合のみ,かかる旅費,および賃金を
支給する.

(出張中の勤務)

第 6条 出張中の勤務は,所定時間勤務したものとみなす。また,出張から勤務地に帰着した時間が所定勤務時間内である場合
は,原則としていったん帰所しなければならない .

第 2章  出張前の手続き

(出張命令)

第 7条  出張は原則として,命令者の出張命令により発令される。

(出張申請)

第 8条  職員は業務上出張の必要がある場合,「出張申請書」に記入の上,所属長に提出し出張の申請をしなければならない

(概算払)

第 9条 出張者は原則として「出張命令書」,または「出張申請書」を所属長に提出し承認を得た上,事前に旅費の概算払を受
けるものとする。

第 3章  出張中の手続き

(遵守事項)
第 10条 出張者

島b壼暦まなR業
搬 」」ほか学会の諸規定を遵守することはもとより,出張申請書に従って行動し,業務を全う

(予定変更)

第 11条 業務の都合上,またはやむを得ない理由により出張予定を変更する必要が生じた場合,あるいは長期出張において宿舎,
または宿泊地を変更する場合には,その事由,および変更の内容を命令者に連絡し承認を得なければならない.また:
緊急やむを得ない事由により事前に連絡できないときは,事後遅滞なく報告し,承認を受けなければならない.

第4章  出張後の手続き



(出張報告)

第 12条 出張者は帰着後ただちに旅費,および旅程の実績を記入した「出張旅費精算書」を作成し,
者の承認を得て,所属長に提出しなければならない.

「出張報告書」とともに命令

(精 算 )

第 13条 前条により旅費精算書の提出を受けた所属長は,この規定にしたがつて審査のうえ旅費の精算を行なうものとする

第 5章  出張旅費

(出張旅費)

第 14条 職員が出張した場合,原則として次の定額表により旅費を支給する。

(定額表)

区 分
交 通 費

宿泊費
日  当

食卓料

航空機 鉄 道 近地出張 300km超

管理職 一般料金 藉通驀 8,000円 2:000円 3:000円 2,600円

一般職 (原則不可) 8:000円 11500円 2,500円 21600円

(交通費)

第 15条 交通費は,原則として最短距離により支給する。ただし,災害や事故などにより順路の変更を余儀なくされた時は,
この限りではない。

2.

第 16条

2.

3

航空機を利用する場合には,出張後に領収書と搭乗券を提出しなければならない.

出張者は,原則として学会が指定した宿泊所,または出張者が予め出張申請書により承認を受けた宿泊所を利用しなけ
ればならない。
宿泊費は,その宿泊日数に応じて支給する。ただし,当該出張が出発日を含めて11日以上になった場合, 11日 目か

らは第 14条第 1項の定額表の80%の宿泊費を支給する.また,船車中泊の場合はB寝台料金,または相当額を支
給する。

学会が宿泊費を支払った場合,または学会が宿泊場所を支給した場合は,宿泊費を支給しない .

(日 当 )
第 17条 日当は,その出張日数に応じて支給する。ただし,当該出張が出発日を含めて 11日以上になった場合, 11日 目から

は第 14条第 1項の定額表80%の 日当を支給する.
2.勤 務地にて所定労働時間の勤務を終了の後出張に出発した場合,あるいは出張から勤務地に帰着したのが午前中の場合
は,その日当区分の50%を支給する.

(その他の費用および特例 )

第 18条 その他の交通費,通信費,および交際費は実費精算とする。

「ビジ ノく ク」という。) ビジネスパ と

よ パック として, と る .

と よりも安価な場合は,パック料金の

額に 1 につき 14 して , ることができる.

(随行の特例)

第 19条 学会員,学会役員等に随行して出張し移動中に同席する必要がある場合等,第 14条の定額表の区分による交通機
関・等級以外を利用する場合は,第 13条の定めにかかわらず利用に要した交通費を支給する.

第 6章  その他の出張

(近地出張)

第 20条 距離が 1 0 0kmを超えて 3 0 0km以 下の目的地へ出張する場合, 日当は定額表日当欄の近地出張の部分を適用する。

2.出 張の際に,旅行会社による往復の交通費と宿泊費 (夕食代を含まないもの)をあわせて料金設定しているもの (以下
宿泊料定額の合計額
ビジネスパック料金

(招待出張他)

第21条 会議,講習会,研修会その他これに準ずる場合で,先方が交通費,および宿泊費を負担する場合の出張については,
その分の交通費,および宿泊費を支給しない。また,先方より謝礼を受ける場合は日当を支給しない。

(近距離旅費)



第22条 近距離旅費は,実際に利用した経路の交通費 (通勤定期支給者については,通勤区間を除いた費用とする。)を支給する.

(近距離旅費の請求)

第23条 近距離旅費の請求は,原則として 1月 分をまとめて行うものとする.

(近距離旅費の範囲で宿泊する場合の旅費)

第 24条 近距離旅費を支給する地域内で宿泊する場合の旅費は,第 22条に規定する交通費及び宿泊料定額を支給する.

第 7章    その他

(実施時期)

第 25条 この旅費規定は,令和元年5月 1日 より実施する。



書式第 17号 (法第 55条関係)

54条第 2項第3号に定め した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

事 業 年 度 令和 2年 4月 1日 ～令和 3年 3月 31日法人名 特定非営利活動法人 日本子宮内膜症啓発会議

収益の源泉別の明細

(2) 金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

40,000円正会員受取会費

15,903,462円受取寄付金

広告収入

受取利息

機関誌発行 広告収入

受託事業収入

雑収益 持続化給付金

1,980,000円

825,000円

円

7,065,306円

2,000,000円

27円

円

円

円

円

円

円

27,813,795円計合

入 先r」i=
1日

金    額

円
な し

円

円

円

円

円計△
口

し

(3)その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

資産の貸付けに係る び条件等

役務の 係 る

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

料 金

円

条  件  等

な し

貸 付 資 産 の 内 容

円

円

円

円

円

円

円

円

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

ま ロ 等との取引]

譲渡資産の内容等
譲 渡

年月日
譲 渡 価 格住所又は所在地

法人との

関  係
取引先の氏名等

円な し

円

円

円

円

円

円

円

円

円

収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 )

1,980,000円 年間広告収入

寄附金

住所又は所在地 取引金額

5,000,000円

氏名又は名称

4,493,462円

2,000,000円

3,000,000円

寄付金

寄附金

受託事業収入

取 引 内 容 等

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額

20,411,785円

946,000円

取 引 内 容 等

事務局運営・各事業委託費

東京都助成事業印刷費

792,000円

600,000円

394,745円

税理士報酬

寄附金

東京都助成事業印刷製本費



ロ
十
′ を含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を )

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

対 価 の 額 役務提供の内容等住所又は所在地取引先の氏名等

な し
円

円

円

役務の提

供年月日

法人との

関  係

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及 日]

5 給与の総額等に関す [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

0人 0円



6 支出した 関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

海外への送金等に関する事項 [⑦海外
への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び7

にその実施日

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

教育研究助成 600,000円R3.2.17

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



チェック1開特定非営利活動法人 日本子官内膜症啓発会議法人名

′3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合しているこ
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の 1以下であること

(1)役員及びその親族等

{2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること
ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

と

各欄の人数等は、第3表付表 1 「役員の状況」から転記してください。

イ

(注 1)

(注 2) ③及dЭこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

役員数

(②÷③ (④÷③

① ② ③ ④ ⑤

区  分

④ 令和2年 4月 1日 ^玲和3年 3月 31日 6人 0人 0% 0人 0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等
はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ定款第
"条
に「各正会員の表決権は、平等なもの

とする」と記載

はい

いいえ

l*vr

l,'tlr ti-

Itvr

L \L \.i.

はい

いいえ

書式第 7号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

(週願民胃誨D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項
について、

添付を省略することができます。



項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及い の保存

を青色申告法人に準じて行っている

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無

⌒

有翅り 有。無 有・無 有
。無 有・無 有

。無 有。無

ハ

第3表 (りOD

(注意羹③

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第馬条第
1項に基づく書類 (役員報酬規胆等提出

:劉Dに 識 した事項について、改

めて記載する必要はありません。

エ 3

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額
のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭|でそ
の費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にそ

の支出先を

明ら力ヽ こしない支出がある場合も、当然に
「費途が明らかでないもの」があることになり、認定

を受けることはできません。

項

イの各欄

口の各欄

)\oa4fi

二の各欄

日
【

記 載 要 領

区分欄の「0～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、
「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝ゆ第○条に『各工会員の表決権は、

とする』 のよう

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」についてlよ イに記載する各期

間 (「④」から「①」)を示したものです。

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」にっいてlょ イに記載する各期

(「④」から「①」)を示したも

注 意 事 項

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに講 します。

① 「会計にっいて公認会計上又国歴互
法人α理諮鼈を受けている」の「はぃL
l:=」01_L塗」壁含1二1二:臣彗コ塑ヨ:置[ζ遇

'生墜K二盪二
② 唯閣晴類の備付け、取引の記録及
び鵬囀

“

鵬國メ闘序を書色申告法川こ準

して行っている」の [墜Llに OL
LL塁合LE=鯉ユ塞」

=2」
墜口彗

盤2塗墨L=塁墜L壼ロセエヽ こ三

し



書式第 8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名 特定非営利活動法人 日本子宮内膜症啓発会議 ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 6人 人 人 人 人 人 人

(1)最も人数が多い「親族等」のグルー 0人 人 人 人 人 人 人

プの

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの
0人 人 人 人 人 人 人

者の親族等」のグループの人数

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

申請時
日

就任・退任
◎ ①⑮ ◎ ①③

職名 続柄等住  所氏  名

理事
○

○

百枝 幹雄

甲賀 かをり

小林 浩

平成 26年 9月

26日 就任

平成 26年 9月

26日 就任

平成 26年 9月

26日 就任

平成 26年 9月

26日 就任

平成 26年 9月

26日 就任

○

○

○

理事

理事

監事

監事

寺川 直樹

苛原 稔

監事
ヽ
ノ
′
ヽ

令和元年 5月

1日 就任
蓮尾 豊



(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規
程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。



特定非営利活動法人 日本子官内膜症啓発会議法人名

保存期間記帳の時期左の帳簿等の形態伝 票 又 は 帳 簿 名

7年毎 日
会計ソフト(会計王)使用

ルーズリーフ
総勘定元帳

7年毎 日
会計ソフト(会計王】吏用

/w-41) -7
仕訳日記帳

7年毎 日
会計ソフト(会計⊃使用

ルーズリーフ
現金出納帳

7年毎 日
会計ソフト(会計王)使用

ルーズリーフ
預金出納帳

7年毎 日
会計ソフト(会計三)使用

ルーズリーフ
入金伝票

7年毎 日
会計ソフト(会計王|】吏用

ルーズリーフ
出金伝票

7年毎 日
会計ソフト(会計三)使用

ルーズリーフ
振替伝票

書式第 9号 (法第 44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(寵麟1副D
・ 『伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝票」、「出金伝票」、「振替伝票」、「現金出納幡む、

「総勘定元帳」などのように記載します。

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

・ 「記帳の時期」欄は、「随時」、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬朗曜等提
出:書短)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



チェック欄
法人名 特定非営利活動法人 日本子官内膜症啓発会議

ノ4事 業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えない
こと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えない
こと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職
にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費
の額の占める割合が80%以上

であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てている
こと

項
日
Ｈ ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申言静寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び1言者

を教化育成する活動
有 ・ 有 ・ 無 有 。無 有・ 無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ 有。① 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無
に反対する活動

特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

有 ・
/~ヽ

電ノ 有 。無 有
。無 有 。無

有 ・ 無 有 ・ 無 有
。無

有 ・ 無 有
。無

有 。無 有
。無

有 。無

有 征

回

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申課罪寺
項 目

役員の1職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人
の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人
の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給そ
の他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別
の利益の供

/~ヽ

有 〈`熙 有・無 有
。無 有。無 有。無 有

。無 有・無

与の有無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価
の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少
と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配す
る

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別
の利益の供

′
~ヽ

有翅ν 有・無 有・無 有
。無 有・無 有

。無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の禾l協書の供与の有無

/~ヽ

有ム、1ダ 有。無 有・無 有・無 有・無 有
・無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又
は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附
の

⌒

有 k」型 有・無 有
。無 有。無 有。無 有

。無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) (初葉)

は童事∞
.曜厳車中しチェック

=(第
4豪)」 は、ま第5彙第1項に出づく書嬌 (役員‖目瞬程●提出■目)の日出時にお

いても

“

ロ

■び洒網す・るo口があります。その場合、曜掟基準時チ
ェック表第4豪 (次■)」 (′燎.び二)|のロロ腱て月日寸のあ口はありま

せん。

・ 認定の■ヵ麟囲欧がコ晰の中■に当たつては、ま第5彙第 1項に=づ
く自贖 〈役員瀬酬協曖●鵬出ヨロ)1=口●した事項に

つい

て、添付を省略することができます。



チェック欄
特定非営利活動法人 日本子宮内膜症啓発会議法人名

/

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他
一定の事

′ヽ
した書類を言駆隣日

これをその事正当な理由がある場合を除き5 次に掲げる書類につしヽて閲覧の請求があつた場合には、

項等を記載した書類

同  意

しないの事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する1暇ll」 oメ晰脚D等がある場創aよ

正当な理由がある場合を除きこれをそ次に掲げる:書類につセヽて閲覧の請求があった場合には、

その細則 個メ嚇興D等を添付してくださし、

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年
間役員名簿、社員のうち10

氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

人以上の者の

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書
の写D

各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当
しない旨を説明する書類

ロ

ハ
した書類

る方訴呈

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者と

の取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又は
これらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又
は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が四万円以上であるも
のに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与
の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び演出年月日

⑦ 海外̂ の送金又は金銭の持出しを行った場合におけ
るその金額及び使途並びにその実施日

ホ

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類
の写し

書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

ェック表 5表)

(洒目『月調D
・ 認定基準等チエツク表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の

提出時に記載及び添付する必要

があります。
っては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チエック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

特定非営利活動法人 日本子官内膜症啓発会議法人名

チェック欄
6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定す

29条の規定により所轄庁に提出していること

③ ⑮ ◎ ③ ◎ ①

有 ・ 無 有 征 有 征 有 ・ 無 有 毎 有 征

特定非営禾1鮮:動促進法第 28 条に規定す

チェック欄

/
法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽り

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がな
いこと

7 その他不正の行為により何らかの

③ ⑮ ◎ ④ ◎ ① 申 請 時

有 毎 有 缶 有 缶 有 ・ 無 有 征 有 0無 有 毎

その他公益に反する事実の有無

び添付する必要があります。

く書類 (役員報躙醒割趾 1書類 の提出時に融注・認定基準等チエック表 (第フ表)は、法第5条第 1 項に基づ

又|ゴ尋ようとした事実より何らかの利益を得、法令に違反する事実、偽りその他不正の行為に

チェック欄

申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設
立の日

ていること

曰
以後 1年を超える期間が経過し

事業年度 月 日～ 月 日 設立年月日 年 月 日

(洒目『1醒D
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員輌酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準

等チェツク表 (第 6表及び第8表)

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チエツク表 (第 6表及び第
8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項に
ついて、改めて記載する必要はありません。



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係 )

欠格事由チェック表

チェック欄特定非営利活動法人 日本子官内膜症啓発会議法人名

/

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法節4条等

田 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律
に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくな
つた日から5年を経過しない者

日から3年を経過

イ
・
ロ

法ヽ人「
Ш
Ｆ
２
一日
〓

定款又は事業計画書の内容が法令等に違反

暴力団の構成員等
鮭2)

消されその取消しの日から5年を経過しない法人認定又は特例認定を取り
している,去人

了の日から3年を経過しない法人 (塾るヽもの又は当該滞納処分の終

２

３

４

　

　

５

６

b

は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。

1

イ

ロ

次のいずれかに該当する法人
暴力団

役員のう る者の有無

特定非営禾I括動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事
であった者でそ

その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から

しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の1罪を犯したことにより、又は国税若
しくは地方税,に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終
わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

1

有

有

/~ヽ

」ヽIIEIノ
C`｀ン

有

ヽ

１
ノ
∈

年内に当該認定

消り された場合又は特例厠定特定非営禾1掃:動法人が特例認定イ 認定特定非営利活動法人が認定を取

1日た 以前なった事実があっとその取消しの原因
‐ヽ
て消された場合におしを取 り

の取消しの日から5年を経過しなセ

ロ 禁鋼以上の刑に処せられ、

ハ 特定非営利籠醐足進法若

しない者の有無

|」にい
2 しなしヽυ:人しの日から5ｎ

ソ

はい＾
６ している法人

/´
~~｀
ヽ

はい 拠地ジν4 国税.又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分
の終了の日から3年を経過

しない法人

瀞
議 その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)

認定、

(注 1)その他の事務所がある場合は、

特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、

はい
″Ｄ

しなしヽ法人から3

次のセ
はい しヽ

イ
lヵ 。ヽ(立立♪

ロ

０^


